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はじめに
　周知のとおり米国のビジネススクール（経営大学院）の中心課程であるProfessional　Master’s
Program（PMP）は経営幹部の育成を目的とするプログラムである。卒業生にはMBA（Master
of　Business　Administration，経営学修士号）が授与される。このプログラムではアカデミック
な教育や研究と平行して，実践的な知識と能力の育成が重要視されているが，そのような実践的な
教育の最たるものが，一部のビジネススクールで行われているコンサルティング業務を基盤とした
マネジメント・フィールドスタディである。筆者は1976年から1978年にかけてUCLA（カリフォ
ルニア大学ロサンゼルス校）のGSM（経営大学院，　Graduate　School　of　Managementの略，そ
の後Anderson　Schoolに改名）に在籍し，1977年9月から1978年3月の約半年にわたりマネジ
メント・フィールドスタディを体験した。そこで本論では，この体験を紹介しながらその教育効果
について考えてみたい。特に意思決定の擬似体験として米国ビジネススクールで広く用いられてい
るケーススタディと比較してその効果を論じたい。
1．背景説明
　本論に入る前に，米国のビジネススクールにおけるPMPの教育目的は何か，そのカリキュラム
はどのようなものか，そしてどのような教員が教えているかについて概観してみたい。
1．PMPの教育目的について
　米国のPMP教育は，経営学や関連諸学問の研究者を育成するという目的も持つが，その面より
も経営に関する高度な専門知識・能力・技能を持つ将来の企業幹部を育成するという側面が強い。
たとえて言えば軍隊における士官学校のようなものである。このため実践的な教育を目指す努力を
行っている。本論の主題であるマネジメント・フィールドスタディはそのような試みが組織的に行
われている例である。しかし，1976年当時はまだあまり一般的に行われているとは言えなかった。
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現在でも事情はあまり変わっていないと思われる。より一般的に行われていたのは，ケースメソッ
ドに基づいてケーススタディを行う教育である。これは，教室という物理的制約の中に実践的要素
を持ち込もうとする試みである。そのほかに短期間に個人で行うミニフィールドスタディや，イン
ターンシップなどがビジネススクールでよく行われている実地教育である。
2．PMPのカリキュラムについて
　もう古い話になり資料が散逸したため必ずしも正確ではないが，筆者がUCLAのビジネススクー
ルに在籍していた時期のカリキュラムは，1年次で基礎的な科目，すなわちミクロ経済学，マクロ
経済学，経営数学，統計学などを学び，同時にコアと呼ばれる必修科目を履修することになってい
た。1年次のコア科目は，ニュークリアス1，ニュークリアスH，ニュークリアス皿と呼ばれる人
間行動学及び意思決定のクラスが合計3科目，会計学，ファイナンス，オペレーションズ・リサー
チ，情報科学，組織行動学，マーケティングなどであり，2年生で履修するコア科目は総合的な知
識を必要とするビジネス・ポリシーであった。この他に学生の専攻に応じて専門科目を履修するわ
けである。専攻する専門分野には，マーケティング，経営科学，会計学，ファイナンス，組織行動
学，戦略論などがあった。
　経営学修士号を取得する最後の関門が，それまでの学習の総仕上げとなるマネジメント・フィー
ルドスタディである。このクラス（Management　444　A・B）は2クォーター（1クォーターは約3
ヶ月）連続して履修し，その間3～4名で1チームを組み実際の組織のためのコンサルタントとし
て仕事をする。最終的にはコンサルティング・レポートを完成させ，対象企業のマネジメントと3
人の指導教員に提出した上，企業のマネジメントにプレゼンテーションを行う。このクラスは合計
8単位であり，このクラスを終了しないとMBAが取得できない仕組みである。
　以上が当時のUCLA　GSMのカリキュラムの概観である。マネジメント・フィールドスタディ
はUCLAに特徴的なものである。しかし，その他のカリキュラムは他のビジネススクールでも概
ね同様であった。
3．教　　員
　実践的な学問を教える教育機関であるためか，UCLA　GSMには実務経験のある教員が少なから
ずいた。筆者が初級の会計学を教わった教員は，ハーバード・ビジネススクール出身者で博士号を
持つ学者でもあったが，教鞭をとる傍ら自ら会社を経営する経営者でもあった。この教員は，テク
ニカルな面の多い会計学でもケースを多く使い経営者的見地から会計の実践的な知識を学生にフィー
ドバックすることに熱心であった。無論，純粋にアカデミックなバックグラウンドを持つ教員も多
くいた。たとえばある初級ファイナンスのクラスで，新進気鋭の若い学者が高等数学を用いた抽象
的で難解な講義を展開していた。しかし，学生からは授業内容の実務的な価値は何かというような
質問も出され，教員も具体的な応用を例示しながら教えるなどその後現実のビジネスとの関連性を
示す工夫をしていた。
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米国ビジネススクールにおけるマネジメント・フィールドスタディの教育効果について
H．ケースメソッド
1．ケースメソッドとは
　ケースメソッドについては，「人文科学論集」第48・49輯合併号においてすでに触れたが，マネ
ジメント・フィールドスタディとの教育効果を比較するため，その要点を再度以下に記したい。
　ケースメソッドは，アメリカのハーバード大学ビジネススクールで1900年代の初頭に開発され
た教育方法で，高木晴夫によると「ケースメソッドは授業のやり方の一つである。このやり方をす
る教師は，学生と一緒になってクラス全体で討論しながら授業を進める。（中略）すなわちケース
メソッド授業は，ディスカッション形式の授業である。ケースメソッド授業でのディスカッション
は，教材の資料（実際の出来事が記述された数ページの事例，つまりケースのこと）をもとに行う。
学生たちはケースから考えられる問題についてさまざまな角度から意見を出し，ディスカッション
をする。このとき，教師はディスカッション・リーダーシップを取ることで，クラスの議論が有益
な展開になるように論点の流れの舵を取る。ケースメソッド授業では，教師が教科書を使いつつ講
義するオーソドックスな授業のやり方に比べ，クラス中で双方向の発言がたくさんなされる」ωと
いうものである。
2．ケーススタディへの準備と対策
　クラスでの授業の進め方は一般的に言って上述のようなものであるが，受講生の側から見ると，
その準備段階は通常次のようなものである。まず教材の資料であるケースを読む。これは数ページ
から長いものでは数十ページに及ぶ。ケースには実際の企業や非営利組織の事例がその背景説明と
ともに示されており，その企業や組織が実際に直面した問題がその中に埋め込まれている。受講生
はケースを読んだ上，何が問題なのかを見つけ出さなければならない。次に自分がその企業や組織
の意思決定者の立場に立って考える。すなわち問題解決のためにはいかなる選択肢（Alterna－
tives）が可能かを考えた上，各選択肢を評価する。そして最良の選択肢を選び解決策（Recom－
mendation）とする。その際，それが他の選択肢よりも優れている理由を明らかにしなければな
らない。さらに解決策を実行するための行動計画（Action　Plan）を作成する。無論，解決策や行
動計画は実行可能なものでなければならない。最後にものごとがシナリオどおりに行かない場合に
備えて，不測事態対応計画（Contingency　Plan）を作成する。これら一連の作業の間，常にその
企業・組織を取り巻く経済・社会・政治・法的環境・文化・労働市場・顧客動向・技術革新・競争
会社の動向などの外部要因と，人材・資本的設備・技術蓄積・資力その他の内部要因，会社・組織
の目指す目標（Objectives）や意思決定者の価値観（Values）なども考慮に入れなければならな
い。以上のことを受講生はレポートにまとめて提出する。グループによる発表が課せられている場
合は，事前にグループで討論を重ね，発表の骨子を決め，プレゼンテーション用の資料を作成する。
ケースが授業で討論されるときは，個人の意見表明や発表，あるいはグループによる発表に対して，
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他の受講生や教師から活発に質問が浴びせられる。発言者や発表者は自説を防衛する形で，まずこ
れに答える。基本的には学生間の討論が中心であるが，教師は必要に応じて適宜討論をリードする。
こうして次々とインタラクションが繰り返され，そのケースの姿が見えてくるというわけである。
なお，こうしたケースには絶対的な正解が存在するわけではなく，むしろ論理的に妥当性があり，
実践可能で説得力がある案が評価される（2）。
3．疑似体験としてのケーススタディ
　このようにケースメソッドに基づいてビジネスケースを用いた授業では，受講生は意思決定者の
立場に立たされてビジネスにおける意思決定の疑似体験をするわけである。これはもちろん純粋な
実地体験とは言えないが，教室という物理的制約の中で多くの意思決定の事例を「体験」するには
効率的な方法と言えるであろう。
4．ケースメソッドと講義方式
　ケースメソッドおよび講義方式をそれぞれどの程度使って授業を進めるのかは，ビジネススクー
ルの考え方によってまちまちである。ハーバード・ビジネススクールでは，ほとんどの授業をケー
スメソッドで教えているが，シカゴ大学では講義方式が主流であるという。この両校を両極端とす
ると，多くのビジネススクールはこの間のどこかに位置している。筆者の在籍したビジネススクー
ルでも，入学時の説明によると，その割合は半分ずつぐらいとのことであった。これはファイナン
ス，オペレーションズ・リサーチ，数学，統計学といった理論的分野では，講義方式の方がケース
メソッドより知識の伝達という点で，効率が良いと考えているためであろう。
皿．マネジメント・フィールドスタディ
　ケースメソッドを用いたケーススタディは非常に多くのビジネススクールで利用されているが，
マネジメント・フィールドスタディは必ずしもそうではない。むしろ実施しているビジネススクー
ルは少数派であった。それでも，Business　Week誌によればUCLAの他にもUniversity　of
Dallas，　Emory，　Purdue，　Ohio　State，　Wharton，　Harvard，　Cornellなどのビジネススクールが同様
のプログラムを当時実施していた③。
　UCLAにおけるマネジメント・フィールドスタディは，それまでの学習内容を現実のビジネス
世界に応用するという意味で，ビジネススクールにおける教育の総仕上げの意味を持っている。し
たがって2年次に履修することが定められていた。筆者の場合は早期卒業を目指していたので，2
年次の第1・第2クォーターで履修した。
　マネジメント・フィールドスタディが具体的にどのようなものであるかを以下に記す④。
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1．教育目標
　マネジメント・フィールドスタディ教育の目標は，学生が理論と実践を融合し，これまでのコー
スワークとその他の自己の強みを総合させることにある。さらに各学生および学生からなるチーム
に対して，具体的に次の点が指摘されている。すなわち，
　①各学生は，個人の範囲を超えたプロジェクトにおいてグループ協調関係を経験すること
②各学生は，自分のリソースやスキルを他のメンバーのリソースやスキルと効果的に調和させ
　　ること
③各学生は，多面的な経営状況を総合的に捉えて評価を下すこと
④各学生は，相手組織とコンサルタント対クライアントの関係に入り，それを維持すること
⑤各学生は，典型的な経営業務の遂行を観察すること
⑥各チームは，組織の業績に影響を与える仕事・責任を経験すること
⑦各チームは，入り組んだ着想・発想を明確かつ効果的にコミュニケートすること
⑧各チームは，入り組んだプロジェクトを定められた期限内に完成させること
⑨各チームは，実践的かつ理論的にも適切な，真に高品質な仕事をすること
2．仕事の内容
　マネジメント・フィールドスタディではコンサルティング業務を行う。すなわち，クライアント
に対して，幅広い知識あるいは専門的な知識を生かして経営に関する問題解決や意思決定の手助け
をする。その仕事の手順は，分析に関するものと，運営に関するものとの2つに分けられる。
　（1）分析に関する手順
　学生（正式には院生というべきであろうが，本論では学生とよぶ）チームは，コンサルタントと
して，クライアントが置かれている状況を分析し，問題を診断し，解決策を考え，その実行計画を
立てる。この分野の主要な手順は次のとおりである。
　　（a）メンバーおよびチームの技能，興味，動機付け，経営や倫理に対する姿勢を把握する
　　（b）クライアントを選抜する
　　（c）プロジェクトの目的と範囲を定める
　　㈲　調査分野を決定する
　　（e）適切な調査方法を決定する
　　（f）必要データの所在を把握する
　　（9）データを収集する
　　（h）データを分析する
　　（i）データから因果関係を判断する
　　（j）主要な変数を発見し，変数間の関係を見出す
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（k）問題を発見する
（1）問題解決のための複数の選択肢を考え出す
㈹　各選択肢を評価する
（n）実行のための解決案を提示する
　②　運営に関する手順
　学生チームは，プロジェクトを効果的に運営し，目標を達成しなければならない。この分野の主
要な手順は次のとおりである。
　　（a）潜在的なクライアントに接触し，クライアントのニーズに関する予備的調査を行う
　　（b＞プロジェクトの範囲を決め，費用とスケジュールを見積もり，プロジェクトの成果に関す
　　　る見込みを示す
　　（c）プロジェクトの内容に関する提案を書面にし，letter　of　understanding（協約書）の原
　　　稿を作成する
　　（d）プロジェクト範囲と費用についてクライアントと交渉する
　　（e）仕事の手順を洗い出し，実行順を考え，予定表を作成し，各チームメンバーの知識・技能
　　　に応じた業務内容の割り当てを考え，プロジェクト実行計画を作成する
　　（f）プログレス・レポートの作成時点および各種の意思決定の時点を定める
　　（9）クライアントの社員との適切な共同作業について，またクライアントオフィスの使用の仕
　　　方を確立する
　　（h）進捗状況をモニターする
　　　（i）スケジュール保持度合いをチェックする
　　　㈹　各メンバーの仕事達成度合いを評価する
　　　㈹　チーム全体としての仕事達成度合いを評価する
　　（i）仕事を文書化する
　　　（i）　日誌や仕事の記録を文書にして保管する
　　　㈹　現行作業の中間報告書を作成しファイルする
　　　㈹　あらかじめクライアントと定めた通信連絡やプログレス・レポートを作成し，クライア
　　　　ントに提示する
　　　Gv）非生産的な時間も記録しておく
　　　（v）現金で支払った費用を管理する
　　（j）最終的な報告書を作成しクライアントに提示する。またクライアントのマネジメントに対
　　　して口頭でプレゼンテーションを行う
　　（k）フォローアップを行う
　　　（i）文書化された仕事結果を分析する
　　　㈹　クライアントからのフィードバックを分析する
　　　　米国ビジネススクールにおけるマネジメント・フィールドスタディの教育効果について
　　　㈹　解決案の実行計画を作成し，その実行についてモニターする。
　分析と運営に関する手順は，それぞればらばらに考えればよいというものではない。現実のプロ
ジェクトの中でその両方を統合しながら仕事を遂行していかなければならない。この点はコンサル
ティングを基盤としたマネジメント・フィールドスタディが机上の学問と異なるところである。
IV．マネジメント・フィールドスタディ体験記
　それでは学生の側から実際のマネジメント・フィールドスタディ体験がどのようなものであった
かについて述べてみたい。ただしクライアントとの契約上の守秘義務があるので筆者が体験したプ
ロジェクトの具体的な内容については残念ながら言及できない。
1．チームメンバーの選択とチームの結成
　チーム編成は，基本的条件さえ満たすなら誰と組んでもかまわないという極めて自由なものであ
る。ただ，メンバー間で専攻が偏らないようにするため，履修時にチーム編成について学校側の機
関であるフィールドスタディ・オフィスの承認を得なければならい。メンバーが互いによく似た個
人的目標と仕事への態度を持ち，同時に補完的な知識や能力を持つことがチーム編成の上で重要で
あると学生は指導されている。プロジェクトでは，メンバーは請け負った仕事について厳しい期限
を守り，チームメンバー，指導教授など関係教職員，そしてクライアントの関係者との間で，複雑
かつデリケートな調整を行い，またいつ予期せぬ問題が起きてもそれに対処していかなければなら
ない。そのためチームメンバーがある程度均一的な仕事への姿勢と目標を共有することが大事なの
である。
　学生は実際の履修登録の数ヶ月前からメンバー探しに入る。当然，誰もが優秀な学生とチームを
組みたがる。そうすれば良い成績がとれる可能性が大幅に増すからである。逆にそれほど優秀でも
ない学生とチームを組むと，たいした成果が期待できない。このため学生にとって，チームメンバー
選びは最重要課題である。
　ここでも当然競争原理が働く。優秀な学生には次々と勧誘がかかる。現在のように電子メールの
ない時代であったから，勧誘は基本的に電話や手紙・メモや対面で行われる。しばしば各自のメー
ルボックスに，「誰々とチームを組むことに興味がないか？　もしあるなら連絡をいただきたい」
などというメモが入るのである。
　筆者の場合，1年目の後半に，Lという非常に優秀な女子学生とラウンジで立ち話をしていたと
きに，その学生にもうチームは組んだかどうかたずねてみたところ，まだだという返事であった。
筆者とチームを組むことに興味がないかと勧誘したところ，肯定の返事が返ってきた。ただその場
合，親友のJという女子学生もチームに入れて欲しいという要求があった。Jは，学生新聞の編集
長を務めていた有能で人柄の良い優秀な学生なので，大歓迎であった。彼女は早速Jに連絡をとり
了承を得た。4人目のメンバーを誰にするかという話になり，Lがマーケティングとファイナンス
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のダブルメジャー，Jがアカウンティング専攻，筆者がファイナンス専攻なので，ゼネラル・マネ
ジメント専攻のDという男子学生と組むのがよいのではないかという話になった。Dも，それま
で一緒に学んだクラスで際立った存在感を示していた学生である。ところがDはすでに他のメン
バーとチームを組むことを決めていた。そこで，いかにしてDをこちらのチームに引き抜くかと
いう話になり，ともかくDと我々3人が会って，フィールドスタディに対する抱負や希望などを
話し合おうということになった。その結果Dは，我々のチームで仕事をしたほうが面白そうであ
るという結論に達し，L，　J，　Dと筆者の4人でチームを結成することに決まった。そして，早速
フィールドスタディ・オフィスの承認を得た。Dがもともと一緒にチームを組むことになっていた
学生たちには悪いことをしたが，フィールドスタディ・オフィスによると，このようなこともビジ
ネスの厳しさを体で学ぶ貴重な機会だと学校側は考えているということであった。実際に学生の間
で熾烈な引き抜き合戦が相当多く行われていたようでる。
2．プロジェクトの選択と決定
　チームが決まったら，次のステップはプロジェクトを決めることである。UCLA　GSMは1976
年までに，すでに250社以上でのマネジメント・フィールドスタディの実績があり，1977年には，
フィールドスタディ・オフィスに約400社から申し込みがあったと聞く。これまでに受け入れてく
れた企業・組織だけではなく，毎年薪たに地元の企業や組織がマネジメント・フィールドスタディ
の評判を聞きクライアントになりたいと申し込んでくる。またフィールドスタディ・オフィスが常
に新規スポンサーを開拓しているそうである。
　UCLA　GSMでは2クォーター連続でGPA　3．0を維持できないと学校に残れない。このため約
20％の学生が1年から2年に進級できずに学校を去り，250人いた同期生は200人ほどに減った。
4人で1チームを作るとすれば，チームの数は50となるので，学生側からすれば，比較的自由に
プロジェクトを選ぶことが可能であった。また，学校に申し込みのあったプロジェクトとは別に，
学生たちが自分で見つけてきたプロジェクトでも，フィールドスタディ・オフィスの承認を得れば
正規のプロジェクトとして取り上げることも可能であった。
　プロジェクトの選択にあたっては，メンバー各人の希望とそれぞれの知識および能力，そしてチー
ム全体としての強みが生かせることを考慮しなければならない。メンバーがどの産業に興味・経験
があり，どのようなタイプのプロジェクトを希望し，どのレベルのマネジメント・コンタクトを期
待しているのか，また適切なアドバイザーがいるのか，与えられた時間の制約内で完成できるかど
うかなども考慮しなければならない。これらの摺り合わせがこの段階での重要な作業である。
　筆者が属したチームの場合は，時間を気にせず十分に情報を交換し，意見を言い合えるように，
授業のない日曜日の朝7時半にそれぞれ朝食を持ってあるメンバーの家に集合した。そこで，各自
がフィールドスタディ・オフィスで調べた案件や，自分で見つけてきた案件を持ち寄り，それぞれ
についてどの程度各自が興味を持つか，自分たちのどのような能力を発揮できるか，適切な指導教
授が見つかるか，時間やその他のリソースがあるか，最終的にどのような成果を出すことができる
米国ビジネススクールにおけるマネジメント・フィールドスタディの教育効果について
かなどを協議した。なかなか調整がつかずに時間がかかったが，午後になって，複数のプロジェク
トに絞り込んで議論を深めることができた。最終的な結論に達したのは夜の11時になった。結果
的には筆者が持ち込んだプロジェクトで，筆者が別のクラスで調査・研究をした会社の生産設備拡
張計画を取り上げることになった。
　守秘義務のため具体的に書くことはできないが，このプロジェクトは，ある金属材の精密加工に
特化している会社の社長が，その基盤をさらに確立し競争優位をより強固なものにするために，生
産設備の大幅な拡大を考えているのだが，その考えが本当に良いのかどうか自信が持てないので，
検証して欲しいというものであった。ちなみにその会社はいわゆる中小企業ではあるが，そのニッ
チマーケットの中では世界最大の売り上げを誇っていた。筆者はファイナンスの専攻であったため，
投資の採算性について大いに興味を持っていたが，他のメンバーもその点に強い関心を示した。ま
た，既存の生産能力の30％以上の拡張になるため，マーケットにそれだけの供給に見合う需要が
見込めるのか，追加生産設備や倉庫などの物理的配置と生産作業の効率化を図れるか，会社組織や
労働条件や組合との関係に変化があるのか，会計システムと操業情報の利用に関して合理化・能率
化を提言できるのではないかなど，メンバー全員の興味と知識と技能を活用できるのではないかと
いうことになり，合意に達した。また筆者がそれまでに単独で行ったフィールドワークを通じて，
その会社の社長の知己を得ていたことも，このプロジェクトを選ぶ上での要因となった。
　ちなみに，一般的に言って，企業側は次のような了解でプロジェクトのスポンサーとしてのクラ
イアントになる（5）。すなわち，
　　（a）学生チームは，スポンサー企業とコンサルタント対クライアントの関係に入る。そして1
　　　つまたは複数の重要な分野における経営上の意思決定にかかわる調査・研究を行い，その成
　　　果は分析と実践的勧告を含む包括的な報告書にまとめられる。
　　㈲　研究トピックは，その組織にとって重要で，ある程度複合的な問題の分析を必要とし，現
　　　実的な結論を引き出す情報が存在するようなものでなければならない。
　　（c）学生チームは3～4人のUCLAのPMP課程に在籍する経営大学院生から成り，3人の教
　　　員がその指導に当たる。学生は8単位をこのクラスで取得し，最終的な報告書は修士号授与
　　　の審査に供される。
　　（d）スポンサーは，公開されているかあるいは個人所有の営利企業，政府機関，病院や学校，
　　　労働組合やその他の非営利組織である。
　　（e｝学生側の利点は次のようなものである。
　　　（i）現実の経営慣行を幅広い視点から分析することができ，現実的な勧告案を提案できる。
　　　　また，簡潔で利用価値の高いマネジメント用報告書を作成する機会を得る。
　　　（ij）マネジメント（部長などの経営幹部を含む経営者）の仕事の複雑性を理解できる。
　　　㈹　各学生のアカデミックおよびプロフェッショナルな知識・技能はチームメイト，マネー
　　　　ジャー，アドバイザーである教職員との協力関係の中で強化される。
　　　av）経営の専門家になるための準備段階での様々な側面を統一的に考えることができ，自己
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　　の経営に関する個人的能力を確認することができる。
　（v）実在する企業・組織において実践的で有意義なプロジェクトを行うことができる。
（f）各学生のコミットメントは，参加するプロジェクトによって異なるが，一般的に言って，
　週に12時間，約5ヶ月に渡って仕事に当たる。この間，通常以下の活動を行う。
　（i）1ヶ月目：スポンサーと連絡を取り，既存の活動と事業計画を吟味・検討する。
　㈹　2ヶ月目：特定の研究プロジェクトを決定し，正式の承認を得，データ収集を開始する。
　㈹　3ヶ月目：調査と分析を続けて行う。
　av）4ヶ月目：結論を出し，勧告案の実現可能性をテストする。
　（v）5ヶ月目：研究結果の報告書を作成し，同時にプレゼンテーションを通して口頭で報告
　　を行う。
（9）スポンサーの利点は次のようなものである。
　（i）マネージャーは，実践的な勧告案を提示する報告書を受け取る。この報告書は，費用や
　　関係社員の割くべき時間を考えると，普通では入手できないような情報を含むものである。
　㈹　マネージャーは，MBAのプロフェッショナル教育に貢献する。
　㈹　マネージャーは，学生との接触を通して，UCLA　GSMの教員が教える最新の経営知
　　識に接する。
　av）スポンサー，学生，教授間の相互作用は，マネジメント・フィールドスタディ完了後も
　　しばしば相互の継続的なつながりを生む。
（h）スポンサーのコミットメント
　（i）時間について：典型的なマネジメント・フィールドスタディは5ヶ月に渡って行われ，
　　その間は週約4時間のマネジメントの時間を必要とする。これは，同じ問題で組織内にお
　　いて調査を行った場合に必要とされる時間とほぼ同じである。
　㈹　データについて：研究はスポンサーにとって有用な勧告案を作成するために行われるも
　　のなので，学生チームが社外秘のデータを要求する場合でもスポンサーはこれに対応する。
　㈲　費用について：学生は給料や料金ではなく単位を取得するものである。スポンサーは，
　　報告書作成に係わって学生が生じた実費については払い戻す。これらは，たとえばタイプ
　　やコピーの代金，交通費，駐車場利用料金，その他予め合意された費用のことを指す。
　　300ドルの予算があればほとんどの場合十分である（1977年時点の物価に基づく）。
（j）データと報告書の内容については関係者全員が守秘義務を負う。通常社外秘のデータが研
　究チームに渡され，そのうち一部はアドバイザーである教員の目に触れる。スポンサーの同
　意のない限り，そのようなデータが外部に公表されることはない。守秘義務を明記した契約
　書を必要に応じて作成し，関係学生と教員がサインをする。
（k）研究は各クォーターの最初に開始されるが，その手配は研究開始の2～3ヶ月前から行わ
　れる。
（1）過去5年間に250以上の企業・組織が1つあるいは複数のマネジメント・フィールドスタ
　米国ビジネススクールにおけるマネジメント・フィールドスタディの教育効果について
ディのスポンサーとなった。典型的な研究成果の例は，次のようなものである。
（i）大手公認会計士事務所が，学生チームの作成した営業予測モデルを採用した。
㈹　エンターテイメント・ビジネスに携わる企業が，新規マーケットに参入し，必要な資本
　的投資を行った。
㈹　機械製造業の大手成長企業が，部長職を新規に設け，国際ビジネスのためのコミュニケー
　ション方法に適切な変更を加えた。
av）ある市庁において，目標管理制度（Management　by　Objectives，　MBO）が採用され
　た。
（v）慈善事業団体で，経営システムの変更が行われた。
㈹　小売業の会社で，コスト管理システムが開発され実施された。
㈲　航空宇宙産業の会社に対し，リアルタイム情報システムが提案され，考慮の対象となっ
　た。その後このシステムは導入された。
㈹　大手の金融会社で，業務改善案と5ヵ年計画が導入された。
3．アドバイザーの決定
　次のステップは，3名の教職員の了解をとってアドバイザーとなってもらうことである。アドバ
イザーになってもらいたい教職員とアポイントメントを取り，面談の上プロジェクトを説明して了
解をとる必要がある。筆者たちのプロジェクトの場合，プロジェクトの本質的な部分が設備投資案
の評価だったので，ファイナンス理論が専門の教授に主導的なアドバイザーになってもらった。さ
らに，人事管理および労働問題を専門とする教授にもう1名のアドバイザー教員になってもらうよ
うにお願いした。そしてフィールドスタディ・オフィスの担当者に，手続きおよびプロセス管理の
アドバイザーになってもらった。
4．経営陣との会談
　スポンサーにとって，マネジメント・フィールドスタディに参加する場合の最大の費用は，経営
陣が学生チームのために割く時間である。一方，学生チーム側からすると，経営陣との対話が決定
的に重要な経験となる。このため経営陣との会談に際しては，毎回細心の注意を払い前もって会談
内容の計画を作成し，効率的に時間を使うことが求められる。会談に先立ち，クライアントに関す
る情報を可能な限り集め，咀囎し，第1回目の会談で要求すべき関連情報は何かを十分にチーム内
で吟味する。このことは，会談を効率的に行うためだけでなく，相手の信頼を得るためにも必要で
ある。また，1回目の会談では相手の話を聞くことに多くの時間を使うこと，メモをとること，仕
事に適切な服装をしていくことが学校側から求められる。さらに，フィールドスタディ・オフィス
は学生に対し，第1回目の会談終了時までに次のことを行うように指導している。
　　（a）クライアントがどのように操業しているかを理解すること。すなわち，経営目標，経営環
　　　境，会社・組織の現状会社・組織の，最近の動向等の理解である。
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　　（b）プロジェクトの秘密保持に関して合意をする。
　　（c）クライアントが支払う通常の支出や，クライアントの事前承認の必要な特別な支出につい
　　　て，また標準的な払い戻し方法について合意する。
　　（d）ファイルキャビネットのスペースや，作業や会議のために利用できる臨時的なスペースな
　　　ど，学生チームが利用できる設備を確認する。
　　（e）学生チームが会社・組織に入れるように取り計らってもらう。どの範囲で，どのような方
　　　法で学生チームが組織に受け入れてもらえるのかをクライアント側と決めておく。
　　（f）学生チームの目標と作業時間枠をクライアントに了解してもらう。
　　（9）中間的な進捗報告書のスケジュールを決定する。
　このようにクライントとの最初の会談では，学生チームとクライアントが作業を行うための基本
的なルールに関する相互理解を達成することを目指す。また学生チームがどこからプロジェクトを
始めればよいのかについても協議をする。この最初の会談には，学生チームのメンバー全員が参加
して行う。
　効率的な研究・作業のため，学生チームはメンバー内で分業を行うのが普通である。そのため，
2回目以降の会談は，学生がクライアントの担当者と個別に行うことになる。その場合でも，学生
は会談に先立って入念な準備を行い，計画をたてることを求められる。正確にどの情報が必要か，
なぜその情報が有用であるのかを，簡潔で明快なロジックでクライアントに説明できるように準備
をする。また，求ある情報が入手できない場合は他の選択肢を追求するよう指導される。たとえば
より機密性の低い情報とか，準備するのにより手間のかからない情報などである。
　コミュニケーションについては，他に特に定めない限り，各学生チームは学校側のアドバイザー
およびクライアントのマネージャーと毎週連絡を取ることを義務付けられる。フィールドスタディ・
オフィスは学生に対して，経験的に言ってコミュニケーションが遅れがちのチームはあまりよい成
果をあげられず，困難に直面したためタイミングの良いコミュニケーションがとれなかった学生の
場合には特に結果が良くないと警告を出していた。プロジェクトそのものの難しさよりも，コミュ
ニケーションに起因する難しさによって，研究が阻害されることがしばしば起こるのだそうである。
　筆者のチームは，第1回目の会談で，相手企業の社長，副社長，取締役，経理・財務担当部長，
総務・人事担当部長，生産担当の部長と話し合い，拡張計画の概要を聞き，関連データをもらうと
同時に，会社の組織，外部環境や競合企業，会計システム，人事制度，仕入れや生産工程，営業活
動などについて話を聞いた。また，各部門の人たちに紹介され，協力を約束してもらい，その後，
倉庫や工場を見学した。もちろん，前述のクライアントと学生間の基本ルールの確認も行った。
　その後の調査や会談は，各メンバーが担当に応じて企業側のマネージャーや担当者とアポイント
メントを取った上で個別的に進めた。チームメンバーの担当分担は，Lがマーケティングとファイ
ナンスー般，Jが会計システム，　Dが生産・人事・総務，そして筆者が投資の採算性分析と中期（5
ヵ年）経営計画の作成を担当した。チームメンバーは，できるだけ時間を作って集まり情報を交換
し，進捗状況を確かめ，必要に応じて軌道修正を行った。十分な時間が確保できずに，カフェテリ
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　　　　米国ビジネススクールにおけるマネジメント・フィールドスタディの教育効果について
アで昼食をとりながらこの作業を行うこともたびたびであった。
5．クライアントの組織概要の作成
　最初の1ヵ月は，クライアント組織の強みと弱みを把握し，ビジネス機会を見つけ，チームが行
いうるプロジェクトを特定することに使われる。そのために「組織概要」とよばれる報告書を作成
する。この報告書には次の点を含める必要がある。
　　（a）組織の使命および事業目標
　　（b）明示的および暗黙の戦略的方針
　　（c）経営資源と経営組織
　　（d）現在の方向性と将来の計画
　　（e）競争的環境と政治的環境
　　（f）「組織概要」とプロジェクトとの関連性
　「組織概要」ではさらに，その組織（クライアント）がこれから行おうとしていることと，現在
の実績の評価を行う。このような分析を行い，報告書を作成することにより，クライアント組織の
根本的な問題点を見つけ，現実的な処方箋を書くことができる下地が作られる。
　できあがった報告書は，クライアントにではなく，学校側アドバイザーに提出する。
6．合意書の作成と送付
　次のステップは，プロジェクト範囲やデータ入手の容易さ，分析手法などについて再度吟味し，
プロジェクト達成計画を作成し，指導教授等学校側関係者の最終的な承認を得ることである。そし
てクライアントに正式書類である「合意書」（Letter　of　Understanding）を作成し，　UCLA　GSM
（経営大学院）の名前においてクライアントのマネジメントに送付する。この合意書は，プロジェ
クトの範囲，時間枠，クライアント側とコンサルティング・チーム側の責任の詳細，費用やその他
の関連事項などを明確にしたもので，UCLA　GSMの正式のレターヘッドを用いてタイプされ，チー
ムメンバー全員および大学院の責任者が署名する。
7．プロジェクトの実行
　「合意書」が送られた後は，プロジェクトの実行に入る。具体的な実行方法は，プロジェクトの
性質やチームの個性によって異なるので，各チームの裁量に任される。筆者のチームでは，筆者が
以前ある企業においてビジネス環境の予測と企画の仕事に携わった経験があったので，その経験を
生かして，全体のプロジェクト実行計画を作成し，他のメンバーの合意の上，前述したとおりの分
業体制で作業を行った。基本的に各自で，あるいは必要に応じて複数のメンバーでクライアントを
訪れ，しばしば外部の研究機関や銀行や経済予測機関なども訪問し，資料を収集した。週に1～2
回は必ず進行状況をアドバイザーに口頭やメモで知らせ，また月に1～2度のペースで相手企業の
社長とチームメンバー全員で面談して，進捗状況を説明した。その際には，相当フランクに質問し，
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またお互いに意見を述べあった。
　社長との友好的な関係に裏打ちされて，中盤までは1頂調に調査が進んだが，思わぬ出来事のため
プロジェクトは危機に立たされた。社長が突然心臓発作のため入院してしまい連絡が取れなくなっ
たからである。社長の健康がたいへん心配であったが，更に会社では社長の仕事を他の経営陣がカ
バーしなければならなくなり，チームのためにこれまでどおり時間を割くことが困難となった。ま
た，これまで情報収集に関して社長への依存度が高かったため，新たに情報源を開拓する必要が生
じた。結果的に良かったのは，そのために工場の現場の作業員や経理担当社員や倉庫の搬入や発送
の係りなど，一般社員に取材する機会も多くなったことである。教室では学ぶことのできない複雑
な仕事上・人間関係上の綾や，仕事に関する実際的な知識を知ることができた。
　ある日，UCLAのキャンパスでチームと会いたいという社長からの連絡が入り，数週間ぶりに
社長に会うことができた。健康状態がある程度回復したとのことで，社長のためにもプロジェクト
のためにも胸を撫で下ろした。いつどのようなことがプロジェクトに起こるかもしれないので，柔
軟に対処できるようにしなければならないというフィールドスタディ・オフィスのアドバイザーの
ことばが思い起こされたものである。
　その後，順調にプロジェクトは進み，その進行状況については，計画通りのペースで学校側と相
手企業のマネジメントに連絡を取って報告した。
　最終的に，チームは将来の経済環境の予測と，大手顧客および競合他社の今後の動向を分析し，
生産工程の技術的な改善案を考え，好ましい設備投資のあり方を模索した。そしてその上で，必要
な投資額，人件費・間接費その他の費用と予想される収益を算出し，税引き後のキャッシュフロー
の現在価値を求める手法で，いくつかの選択肢の中から最善の投資計画をはじき出した。より具体
的な研究成果については守秘義務のため触れられないが，5ヶ月目の初めにはほぼ結論が出，非公
式にではあるが指導教授を初め学校側関係者の承認を得ることができた。
8．最終報告書とプレゼンテーション
　その後は，最終報告書の作成に入った。最終報告書は，内容，文章構成と表現，体裁の面でプロ
フェッショナルな出来栄えにしなければならない。そしてそれは，クライアントに対して最も効果
的な方法で研究成果をコミュニケートするものでなければならない。すなわち，明確で，論理的で，
説得力があり，読み手であるクライアントが結論を迷うことなく受け入れるように書かれていなけ
ればならないのである。内容だけでなく，そのような書き方をしているかどうかも評価の対象とさ
れる。
　報告書の構成は各チームの裁量に任せられるが，筆者のチーム場合，それは次のようなものであっ
た。
　　（a）要約（Executive　Summary）
　　（b）序
　　（c）背景説明
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　　（d）顧客，競争他社，供給業者
　　（e）方法論
　　（f）選択肢
　　（9＞勧告案
　　（h）結論
　　（i）付録資料
　プロジェクトによって多少の違いはあるが，基本的に各チームとも同様の構成に基づいた報告書
を書いていたようである。
　報告書は，指導教授を含む各アドバイザーに送るとともに，手順どおりLetter　of　Transmittal
と呼ばれる経営大学院のレターヘッドを用いたメンバー全員の署名入りの正式書類をつけて，クラ
イアントのマネジメントにも送った。
　報告書送付後には，クライアントのマネジメントに対して，口頭でのプレゼンテーションを行う。
クライアントは，事前に十分に報告書を読んでこれに臨む。
　筆者のチームは全員で約1時間に渡ってプレゼンテーションを行い，その後約1時間の質疑応答
が行われた。大筋での賛同を得たあと，どの土地にどのような形で設備を増設するのか，そこに原
材料を運ぶためのフォークリフトはどの型のものを何台用意するか，などという詳細に渡る質疑も
行われた。微妙に意見が異なる点もあったが，チームの出した勧告案を採用に向けて社内で検討す
ることになった。
　マネジメントへのプレゼンテーションを済ませた後，指導教授陣からも最終報告書を承認する旨
の連絡を受けた。また，その後クライアントからも基本的にチームの勧告案を受け入れる旨の連絡
があった。
　このようにして筆者の属するチームのマネジメント・フィールドスタディは無事終了し，各メン
バーはこのクラスにおける単位取得と，MBA（経営修士号）取得を果たすことができた。
V．教育成果
　それでは，擬似的にビジネス体験をするケーススタディと，実際に5ヶ月の間フィールドに出て
行うマネジメント・フィールドスタディでは，それぞれどのような教育成果が期待できるのか，ま
たマネジメント・フィールドスタディがケーススタディと比べてどのような点で優れているのかに
ついて以下に考察したい。
1．ケーススタディの教育効果
　前述のように，ケーススタディは実際の出来事が記述された数ページの事例をもとに，実際の企
業や非営利組織の直面した問題を見出し，諸情報を分析した上，自分なりの解決案をいくつか用意
し，そのうち最善のものを勧告案として，その実行計画を提案するものである。ケーススタディで
は，単に講義を聴く，あるいは教科書や関連論文を読むなどといういわゆる机上の学問だけでなく，
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実際に自分がそのケースで取り上げられている組織の意思決定者であればどうするのかという立場
から，学んだ知識とこれまでの経験や自分なりの考えや価値観などを総合して問題解決案を作成す
る。ある意味で，学生は自分がケースの主人公になる必要がある。ケースで取り上げられている問
題を解決すべき自分の問題として考えるのであるから，学生の感性にもよるが，学習した物事の理
解の程度が通常の講義の場合に比べてかなり深くなることが期待できる。たとえば，やや古いケー
スであるが“Warner－Lambert　Japan　Ltd．，　Schick　Products　Division”（6）という国際マーケティ
ングのケースがある（付録参照）。このケースでは，問題点が比較的明確に呈示されているが，そ
れでも学習者は複雑に錯綜する情報をケースから読み取り，分析して，広告予算の金額と製品への
配分をWarner－Lambert　Japan　Ltd．の意思決定者の立場から論じなければならない。そのような
作業をとおして，学生はこれまでに学習した知識や理論，実体験で得た洞察力，常識や直感などを
総動員し，問題解決のためにそれらを応用する。学生は，擬似的にではあるが，習った知識を現実
の世界に適用できるかどうか，できるとすればいかにしてそれが達成できるのかを考える。そのこ
とにより，知識をより確実に定着させるという効果が期待できる。
　教室という環境の制約の中で，教科書や講義の枠を超えて現実のビジネス世界の問題を効率的に
扱うことができるのがケーススタディの利点であるが，同時にケーススタディを通じての教育には
限界があることも事実である。まず，（1）ケースには通常，問題解決のために必要な情報が，網羅的
に，錯綜した形であるとは言え十分に提供されている。関係のない情報も意図的に示されていて，
学生は情報を吟味して選別しなければならないが，自分から調査をしながら必要情報を探し出して
くるわけではない。しかし，現実のビジネスにおいては，そのように都合よく必要情報が最初から
集められていることはあり得ない。調査を通じて情報に伴う微妙なニュアンスや，表面的なデータ
からは分からない潜在的な問題が浮かび上がってくるのが現実のビジネスである。次に（2）ミンツバー
グが指摘するように（6），ケーススタディでは「意思決定の前提となるデータはあらかじめ用意され
ているが，その事例に関する暗黙の知識はまったく与えられていない。（中略）教室にいる誰一人
としてその状況を実際に経験しておらず，ただ紙の上で読んだだけなのだ」。この指摘は妥当なも
のである。一般的に言ってある程度歴史のある企業では，その古くからの，あるいは近接の歴史の
流れの中で，様々な知識や技能や価値観などが培われ社員の間で共有されている。これらの知識や
経験なしで真に有効な解決案を作り出すことは困難である6ビジネスにおける現実の問題はクイズ
の解答を出すような簡単な作業ではないからである。種々の要素が複雑に絡み合った多面的な組織
体が企業なのである。さらに（3）コミットメントの問題がある。実際のビジネスでは，意思決定者は
組織の一員で，自分の下した意思決定の結果と共にその組織で生きていかなければならない。しか
しケースは所詮紙の上のお話の世界に過ぎない。学生は，自分の結論について，ケースで取り上げ
られている会社・組織に責任を持つわけではないのである。どんな結論や勧告案を出しても，その
会社が潰れるわけではない。つまりケースは学生にとって興味深いが，それでも学習のための教材
に過ぎないのである。自分の下した意思決定の結果と共にその組織で生きていかなければならない
社員と比べると，意思決定の重みがまるで異なるのである。ケーススタディは日本でも最近注目さ
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れている教育手法であるが，このような限界が存在することも認識しておかなければならない。
2．マネジメント・フィールドスタディの教育効果
　それではマネジメント・フィールドスタディの教育効果はどのようなものであろうか。会社やそ
の他の組織の問題点を中心に研究をし，選択肢を吟味した上で解決案と実行プランを出す点では，
ビジネススクールで広く行われているケー・一ススタディと同じかもしれない。しかし，次の点でマネ
ジメント・フィールドスタディは，ケーススタディと異なる。まず（1）必要情報は自分で調査し収集
しなければならない。もちろんクライアント側に関連情報を提供するように依頼をするわけだが，
そのようにして提供される情報が必要情報の全てをカバーしているとは言い切れない。そこで，さ
らにクライアント内外の調査・取材を通じて，必要と思われる情報を収集しなければならない。こ
の調査の過程が，クライアントの置かれている状況の把握と問題把握のために非常に有用なのであ
る。次に，前述のミンツバーグによる「…その事例に関する暗黙の知識はまったく与えられていな
い」というケーススタディへの批判があるが，UCLA　GSMのマネジメント・フィールドスタディ
の場合，5ヶ月にわたり連続的に調査や取材を続け中間報告をクライアントに対して行うので，か
なり緊密なコミュニケーションを保つことになる。最初のうちは分からなかったその組織の文化や
構成員の持つ価値観などが，時間が経つにつれて次第に理解できるようになる。したがって「…そ
の事例に関する暗黙の知識はまったく与えられていない」という状態ではなくなる。もちろんクラ
イアントの組織構成員の知識レベルとは異なるが，暗黙の知識に対する洞察力を持つことは可能と
なり，よほど学生が鈍感でない限りある程度の洞察力を持つようになるものである。この点では，
1日に複数のケーススタディを精力的にこなしてビジネスを分かったつもりになる学生よりも，5
ヶ月に渡って組織に入り込むマネジメント・フィールドスタディの学生の方が，該当事例に関して
より幅広い関連知識を持つことができる。そして③コミットメントの問題に関しては，マネジメン
ト・フィールドスタディ・チームの学生は，限定的ではあるが現場に5ヶ月間密着し，クライアン
トの意思決定にかなり直接的に関与することになるので，真剣に問題に対応せざるを得ない。相手
が実際の企業であり，相手のマネジメントは生身の人間であるので，学生チームとしては，よい解
決案が出ないので適当な成績でよしとするというわけにはいかないのである。このクライアントと
の相互作用とクライアントのために良い仕事をするというコミットメントの深さのため，マネジメ
ント・フィールドスタディ・チームの学生は真剣に調査・研究を行うのである。そして勧告案の結
果に責任を持たなければならないという思いに裏打ちされて，アカデミックな知識と実践とを融合
させようと努力をする。もちろん，学生はコンサルタントという立場であり，また5ヶ月間の仕事
が終われば，卒業して社会に出ていくわけであるから，クライアントの組織構成員として自分の下
した意思決定の結果と共にその組織で生きていくわけではない。したがって，そこまでの真剣度と
責任感を学生に期待するわけにはいかないであろう。この点では，マネジメント・フィールドスタ
ディの教育効果にも限界がある。これは一つにはビジネススクールが企業と独立の教育機関である
こと，またもう一つにはコンサルティング業務自体がクライアントと密着はするが融合する関係に
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ないことに起因するものであろう。
　マネジメント・フィールドスタディがケーススタディを含む机上の学問と大きく違うところは，
実際に学生たちがプロジェクトを立ち上げ，運営し，成果を出すというプロセスを経験することで
ある。そのためには，チームが効果的に機能するようにメンバーが協力しあい，関係各方面と緊密
なコミュニケーションを保ち人間関係を築き，目標と達成計画を明確にしてスケジュール管理を行
い，生きているビジネスの複雑な諸相と相互作用を理解しながらプロフェッショナルとして尊敬さ
れるべき仕事をし，クライアントを論理的にも心情的にも説得できるように努力をしなければなら
ない。この面でのマネジメント・フィールドスタディの実学的教育効果は非常に大きく，将来の経
営幹部を育成するという教育目標に大きく貢献するものである。
VI．結 論
　冒頭でも述べたように，米国のビジネススクールのPMP課程は経営幹部の育成を目的とするプ
ログラムである6そのためには，アカデミックな教育・研究と平行して実践的な知識・能力の育成
が必要であるが，筆者の体験したUCLA　GSM（経営大学院）でのマネジメント・フィールドスタ
ディは，たいへん有意義なものであった。学問的知識を現実の世界に応用することが必要な現代の
経営管理者にとって，その限界を認識した上でコンサルティング業務に基づくマネジメント・フィー
ルドスタディを経験することは，貴重な体験になるはずである。このようなプログラムは実施する
のには大学側の大規模な準備と支援および地域社会の理解と協力が必要であるが，マネジメント教
育に広く取り入れられて然るべきものであろう。
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付録
《ケース“Warner－Lambert　Japan　Ltd．，　Schick　Products　Division”の要旨》
このケースはPresident　and　Fellows　of　Harvard　Collegeから1979年に発表された国際マーケティングに
　　関するケース。以下の日本語「要旨」は筆者が作成。
●1976年5月，ワーナーランバート・ジャパン社のバーネット氏は，同社シックブランド髭剃り用製品の日
　本総代理店K．Hattori＆Co．の経営陣と会談。目的は剃刀及び替え刃製品の77年度販売計画の検討。
●同社の広告代理店Dai－lchi　Compton社は，広告費を前年の3．5億円から6億円に増やし，主力製品のイン
　ジェクター（片刃剃刀）と新製品のシックスーパーll（2枚刃剃刀）に平等に配分することを提案。
●広告費増額は財務上問題ないがそれが必要か同氏には確信が持てない。
●ワーナーランバートは米国有数の製薬会社で，企業買収により60年代前半から急成長。
●同社の売上の56％と利益の60％は米市場で達成。
●海外販売額は年々増加中で同社最大の成長部門。
●同社製品は米，独，仏，英，日本，加，墨など140ヵ国以上で販売。製品は米，加，スウェーデン，蘭，香
　港，ベネズエラで生産。
●同社製品は，医薬品，医療・眼科用品，一般医薬品・髭剃り用製品，チューインガム・菓子類という4グルー
　プに大別される。
●日本での髭剃り用製品の販売は同社の中でも相当な比重。
●日本での販売は第2次大戦後の占領時代から。Hattoriが米国業者から輸入し販売。
●シックは55年にHattoriを正規の総代理店に任命。
●販売計画作成には，シック側が新製品，価格，広告に，Hattori側が販売と販売促進について意見を提供。
　計画はアメリカ本社の承認が必要。
●シック側はHattoriを高く評価。　Hattori側も関係に満足。シックの技術革新力に一抹の不安が残るものの，
　ジレット社の2枚刃製品導入に素早く対応した点は評価。
●Hattoriは，製品を大手卸売業者5社に販売。5社はその8割を15％のマージンで2次卸業者680社に，残
　り2割を32％のマージンで直接10～11万軒の小売業者に販売。
●小売業者は約33％のマージンで消費者に販売。このマージンは業界平均並み。
●この業界では，剃刀本体の販売より替え刃の販売が重要。
●2つの市場細分化：材料による細分化とシェービング・システムによる細分化。
●材料は炭素鋼かステンレス。60年代初頭までは全て炭素鋼。その後ステンレスが炭素鋼を一掃。76年現在，
　主要市場参加者はステンレス刃のみを販売。
●ステンレス・セグメントはシェービング・システムによってさらに両刃，片刃，2枚刃システムに細分化。
●両刃は古いシステム。片刃には，シックのインジェクター，ジレットのテクマティックとウィルキンソン社
　のシステムがある。2枚刃はジレット社が開発。
●安定的な炭素鋼セグメントが日本市場に存在。75年には金額で40％，販売数で75％のシェア。これは日本
　独特の現象。炭素鋼刃は「軽便」という安価な使い捨て剃刀に使用され，ホテルでは無料，公衆浴場では低
　価格で供給されている。
●軽便ユーザーは髭剃り人口の25％の9百万人。軽便のみ使うユーザーは75年で髭剃り人口の13％。軽便剃
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　刀はステンレス2枚刃システムに劣るものの，ひげの柔らかい日本人には十分な性能。
●軽便には27の製造業者。貝印が60％以上のシェア。
●軽便の平均小売価格は10円。平均使用回数は2．3回。1回のみ使用はユーザーの42％。
●近年，貝印がステンレス刃軽便剃刀と，ステンレス2枚刃軽便剃刀を導入。40～50円で販売。
●一部業界通は，使い捨て製品の復活を予測。仏ピック社がステンレス刃使い捨て剃刀を50円で発売。ジレッ
　トもステンレス2枚刃の製品を90円で発売。両社とも米・欧市場でも販売中。シックは未参入。
●日本の剃刀市場は販売数量で恒常的減少傾向，売上高では若干の増加傾向。業界通は，1枚当たり使用回数
　が増えたこと，電気剃刀に多くの消費者が移行したことを数量減の理由に挙げている。
●販売数量では，炭素鋼替え刃セグメントが急速に縮小。軽便セグメントも縮小傾向。
●ステンレス替え刃は，2枚刃セグメントが急速に成長中。
●両刃システムは，数量，金額，マーケットシェアとも減少。衰退商品。
●片刃セグメントは，マーケットシェアをわずかに伸ばして安定。
●上記ウェット・シェービング・システムは，電気剃刀との競争に直面。
●75年では，ウェット・システムのみ使用のユーザーは36％，電気剃刀のみ使用のユーザーは25％，両方使
　用しているユーザーは39％。
●知名度の高い大企業が電気剃刀を販売。ナショナルが40％，Seiko（K．　Hattoriのブランド）が13％，日
　立，東芝，サンヨーが10％ずつ，ブラウン（ジレット社）が13％，フィリップスが3％のシェア。
●多額の広告費が電気剃刀に使われている。
●シックは日本のステンレス刃セグメントのリーダー。
●シックは60年代前半に市場に参入。76年には60％シェアを達成。
●シックの成功要因は，技術革新と優れた販売経路。
●革新的な片刃インジェクターシステムが初期の成功の鍵。
●業界の中で，シックのみがステンレス替刃市場で総合シェアを常に伸ばしてきた。
●シックは75年には片刃セグメントで売上金額を伸ばしたが，数量は減少。
●他社同様，両刃システムの販売数量が減少。金額的には若干の増加。
●2枚刃システムでは73年にシェア5％でジレットと並んでいた。75年には70％で，ジレットの30％を大き
　く離す。
●インジェクター本体の売上は74年から75年にかけて急速に減少。
●シックの広告費は，他社を常に上回ってきた。
●シックの販売網は他社より集約的。2枚刃の販売網はインジェクターより未発達。
●ジレット社は技術革新と品質で評価が高い。
●米，加，独，仏，蘭，スウェーデン，ベネズエラなど日本以外の市場でジレットがシックをシェアで大幅に
　リード。日本ではジレットが14．2％に対しシックは63．8％。
●61年にウィルキンソン社がステンレス刃を導入。このためジレットの米市場でのシェアは激減。しかしジ
　レットはその後，ステンレス刃，片刃カートリッジ，2枚刃カートリッジ，女性用2枚刃システム，使い捨
　て製品を矢継ぎ早に市場に導入。
●ジレットは他社より技術革新で約1年先を行く。しかし日本で2枚刃カートリッジを導入したのは72年の
　8月（アメリカでは71年10月）。シックは72年7月にアメリカで，同年8月に日本で2枚刃カートリッジ
　システムを導入。
●ある業界通は，ジレットは海外子会社をまだ十分活用していないが，60年代半ばから海外での新製品導入
　を早ある戦略に転じたと発言。
●ジレットは，第2次世界大戦以前から日本で販売を開始。60年代初めには20％のシェア（フェザーが80％）。
　75年はジレットのシェアは8％。
●ジレットは日本で総代理店を持たず，1次卸業者31社に製品を販売。その8割が直接，2割が2次卸業者を
　通して小売業者に流通。
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米国ビジネススクールにおけるマネジメント・フィールドスタディの教育効果について
●シックとジレットの製品は，薬局・食料品店など同種の小売店に販売されている。
●ここ数年ジレットは2枚刃カートリッジの販売に集中。他の製品のシェアは低下。
●ジレットは75年に1億円の広告費の全てを2枚刃に投入。76年には1．2，77年には1．5億円を支出。高人
　口密度地域でテレビをメディアとして利用。
●ウィルキンソン社は英国剃刀市場のリーダー。他国ではジレットとシックの後を追う。
●同社製品の成長は，61年導入のステンレス両刃システムに負うところが大きい。
●同社は76年に2枚刃カートリッジを導入。
●同社は，65年にライオン歯磨を日本の総代理店に任命。その卸売業者を通して主に薬局に製品を販売。
●同社の販売は，インジェクターや2枚刃の波に乗り遅れたため精彩を欠く。
●同社の広告費は73年に1．2億円，74年に1．4億円，75年に7百万円。76年の支出はほぼゼロ。
●フェザーは，60年代中頃まで日本市場の80％シェアを保持。しかし75年は7％。だがステンレス刃では13
　％，また両刃では圧倒的な強さを保つ。
●同社は革新的ではないものの，他社の技術革新には素早く対応。
●同社の販売経路は，1～3次卸業者を通す複雑なもの。
●同社の広告費は，74年に2．1億円，75年に2千8百万円，76年は2千万円。77年は3千万円と考えられて
　いる。近年では2枚刃を集中的に宣伝。
●広告代理店のDai－lchi　Compton社は，シックが髭剃り製品のチャンピオンであるというブランドイメージ
　を確立すること，および2枚刃でのブランド存在感を高めることを77年度販売計画の目標として提案。
●その実現に向けて2枚刃に3億円，インジェクターに3億円の計6億円という，前年比70％増の広告予算
　を提案。
●シックとHattoriの中にはこの提案に疑問の声がある。ジレットやフェザー製品のユーザーは筋金入りで簡
　単にはシックに乗り換えない，またシック製品を宣伝してもシック製品同士で共食いが起こるという見解で
　ある。
●金額より配分を問題にする声もある。予算の80％をインジェクターに支出すべしという意見と，逆に80％
　を2枚刃に支出すべしという意見である。
●バーネット氏は米国本社に予算規模と大幅増加の理由を説明する必要がある。また，将来の会社の方向性も
　示したい。
●さて，あなたがバーネット氏ならどうしますか。
●添付資料：消費者調査の結果（この資料を分析すると，日本の消費者は使用している製品のブランドをあま
　り正確に覚えていないこと，シックとジレットとウィルキンソンの品質イメージが高いこと，フェザーの価
　格イメージが良いこと，信頼性に関してブランドイメージの差がないこと，どの会社の広告であったかをあ
　まりよく覚えていないこと，などが読み取れる）。
●ケースには，表の形で，ワーナーランバート社全体及びその国際部門の売上と利益の推移，同社組織図，小
　売業者タイプ別売上比率，日本市場の製品タイプ別シェア推移，替刃タイプ別売上高推移，シック及び他社
　の製品別売上高推移，ステンレス刃セグメントの製品タイプ別売上高・販売数量の推移，会社別・製品別広
　告費の推移，会社別・タイプ別小売業者数，シックとジレットの国別シェア比較データ，ジレットの売上高
　と利益の推移，シックとジレットの国別2枚刃導入次期比較表，ウィルキンソン社の売上高と利益の推移な
　どが示されている（学習者は表のデータを分析し，様々な情報を自分なりに得ることができる）。
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